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The purpose of this study is to lead the future of land use at the Tokyo Waterfront area. As a result, this paper clarified the trend of 
urban policy and the amount of activity in the coastal areas of Shinagawa-ku. 
 
１．研究目的；近年の東京ウォーターフロント（以下；

東京 WF）は脱工業化の影響により，これまでの製造

業主体から新たな土地利用へと著しく変化を遂げよう

としている．そのため，今後は東京臨海部の特性や機

能に合わせた政策誘導を行い，東京 WF のあるべき姿

を導くことが求められる．現在，東京都では臨海部を

「経済発展の場として世界に発信できる最先端都市１）」

として新たなビジョンの構築に向けた動向がみられる

が，今後さらに具現化していくには，現在の都市政策

の実績結果を踏まえたものにしていく必要があると考

える．このような認識のもと，筆者らの先行研究２）で

は東京臨海６区のうち中央区・江東区・港区・大田区

の４区を対象に，都市政策の実績結果が記載されてい

る「政策実績報告書」をもとに臨海部の都市政策の実

態を捉えてきた． 
そこで本研究では，東京臨海部において埋立の歴史

が古く，近年再開発が顕著な品川区を対象に，「政策実

績報告書」から主要事業を整理・分析し，その実態と

特徴を明らかにすることを目的とする． 
２．研究方法；以上より，表１に示す調査を実施した．

なお，本研究で対象とする「政策実績報告書」の法的 

位置づけは図１のとおりである． 
３．結果および考察；品川区の「政策実績報告書」に

記載された事業を種類別に 10 の大分類と 42 の小分類

に，さらに実施場所別に臨海部と内陸部に分けて整理

したものが表２である．以降はこれをもとに考察する． 
（１）事業内容からみた臨海部の特徴；表２より，品

川区全体の事業数は全 201 件あり，このうち臨海部で

は62件（31%）と全体の３割という実施状況であった．

そのうち内陸部と比べ多いものとして，大分類では「行

政施設」が 13 件（62%），「レクリエーション・公園施

設」が５件（45%），「教育施設」が 10 件（37%）とこ

れら３項目の順で挙げられる．まず「行政施設」では，

〈処理施設〉が 13 件実施されており，近年の局地的豪

雨による浸水被害の抑制や，雨水で希釈された汚水が

海や運河に溢れ出て水質を悪化させることを防ぐため

の雨水放流管等の整備が行われていた３）．次に「レクリ

エーション・公園施設」では，都市環境や水と緑の保

全に向けた余暇空間の整備４）として〈公園・緑地〉が

４件，〈多目的広場〉が１件実施されていた．さらに「教

育施設」では，〈小学校〉が９件，〈中学校〉が１件と主

に中高一貫校等などの整備が実施されており，これは

再開発の影響によって臨海部へ人口が流入し，増加し

たこと（１）を要因に整備がされたと考えられる． 基本調査 
調査期間 2021（令和３）年８月１日（月）～８月 30日（木）（約１か月間） 
調査対象 品川区の政策実績報告書（平成 22年度～平成 30年度） 

調査内容 品川区の臨海部における主要事業の実態把握 

調査範囲 

品川区 

 

 

表１ 調査概要［筆者作成］ 

 

10年～ 
20年ごと 

5年ごと 

基本構想 
まちづくりの基本的 
な理念や目標を示す 

主要施策の成果報告書 
（「政策実績報告書」） 

地方自治法に基づき策定が義務付け
られており，基本計画，実施計画にお
ける実施施策に基づいた主要事業の
事業費や活動量，達成状況といった
実績を記載 

＜地方自治法＞ 

結果 3年ごと 

・1992年に都市計画マスタープラン創設 

基本計画 
基本構想にもとづく 
具体的な施策を示す 

実施計画 
基本計画にもとづく 
具体的な事業を示す 

＜都市計画法＞ 

具体的な 
事業に反映 

具体的な 
施策に反映 

基本構想に 
即して計画 

・1969年に基本構想の策定義務化 
・2011年に基本構想の策定義務化は廃止 
・現在は個々の自治体の判断で 
基本構想の策定を行うことが可能 

都市計画マスタープラン 
まちづくりにおける将来像や 
整備方針等を総合的に定める 

図１ 各種都市政策の位置づけ［参考文献２）より引用］ 
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一方，小分類のみに着目すると，臨海部では〈橋梁〉

が 15 件であり，埋立地という臨海部特有の立地特性を

生かした事業が行われていた．また，〈駅舎〉のエレベ

ーター設置が３件，〈介護施設等〉の整備が３件実施さ

れており，臨海部における駅利用者の利便性向上や介

護等が必要な高齢者の支援施設の拡充に向けた事業が

実施されていたことがわかった． 
（２）地域別にみた臨海部の特徴；表２より，地域別

に臨海部の事業数をみると，《東品川》と《東大井》で

13 件，《北品川》と《八潮》で９件実施されていた．こ

のうち《東品川》では，「交通施設」の〈橋梁〉の整備

が顕著であり，運河に囲まれた埋立地の特徴ともいえ

る．次に《東大井》では全体を通して満遍なく事業が

行われているものの，中でも「行政施設」の〈処理施

設〉が４件と，下水道管や雨水処理施設等の整備が区

内で最も多く実施されていた．その理由として，《東大

井》はとくに複数の運河に面しており，前章でも述べ

た近年の局地的豪雨への対策と考える．続いて《北品

川》では，〈市街地整備〉として東海道第一の宿場町で

ある品川宿一帯の修景整備が行われ，日本の歴史ある

街並みを守る事業がみられた５）．他にも「教育施設」で

３件と，臨海部の中でも〈小学校〉等の整備が多く，臨

海部の年少人口の増加に伴う結果であると考える．最

後に《八潮》では，埋立地ということもあり，〈橋梁〉

の整備が３件と《東品川》に次いで多く実施されてい

た．また，八潮団地の良好な住環境の形成と地域のニ

ーズを反映した機能更新を図るべく６），臨海部におい

て唯一〈区営住宅〉の整備が実施されていた． 
４．まとめ；本稿では品川区を対象に「政策実績報告

書」から近年の東京 WF の政策実態を明らかにした．

その結果，総じて災害対策や交通機能に考慮した生活

基盤の向上と人口増加に伴う生活利便施設の充実に向

けた事業が多く実施される中，埋立地という臨海部特

有の立地に関連した事業が展開されていた．しかし，

臨海部ならではの水辺空間を活用した事業はみられな

かったため，今後は親水空間の促進に向けた事業を計

画していくべきといえよう． 

 

表２ 品川区の主要事業（２）の内容と事業数[筆者作成] 
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品
川
区 

臨
海
部 

⼋潮地域 ⼋潮 1     1 1  3    4    0       1  1    1 1      2    0  1      1 9 

品川地域 

東⼋潮      0       0    0         0           0    0        0 0 
東品川 2     2   5   2 7  2  2         0           0 2   2        0 13 
北品川      0   1   1 2  2 1 3       1  1        1   1 1   1       1 1 9 
南品川      0   1    1  1  1         0    1 1      2    0       1 1 5 

⼤井地域 
勝島     1 1   1    1    0         0           0 3   3        0 5 
東⼤井 1     1   3    3  2  2         0 2   1       3 4   4        0 13 
南⼤井      0 1  1 1   3  2  2         0           0 3   3        0 8 

⼩計（%） 4 0 0 0 1 
5 

(45%) 2 0 15 1 0 3 
21 

(34%) 0 9 1 
10 

(37%) 0 0 0 0 0 0 2 0 
2 

(14%) 2 0 0 3 2 0 0 1 0 0 
8 

(30%) 13 0 0 
13 

(62%) 0 1 0 0 0 0 2 
3 

(8%) 
62 

(31%) 

内
陸
部 

⼤井地域  

⼤井      0 4     1 5  2  2         0    2       2    0       5 5 14 
⻄⼤井      0 1  2    3  1  1         0     1      1    0        0 5 
広町      0 1      1    0         0           0 1   1        0 2 
⼆葉      0 1      1    0         0           0    0       2 2 3 

⼤崎地域 

⼤崎  1    1 2  1    3  1  1    1   3  4    1       1    0       1 1 11 
東五反⽥     1 1     1  1    0         0    1       1  1  1        0 4 
⻄五反⽥      0   3  1  4  2  2         0 1   1       2 2   2        0 10 
上⼤崎      0   1    1  1  1       1  1    2 1      3    0        0 6 

荏原地域  

⻄品川 1     1   1    1  1  1       1  1 1    1      2 1 1  2       2 2 10 
豊町 1     1 5      5    0         0    1       1    0       3 3 10 
⼾越      0 2      2  1  1         0     1      1 1   1       6 6 11 
平塚     1 1 1  1    2  1 1 2      1   1           0 1   1        0 7 
東中延      0 2      2    0         0           0    0       4 4 6 
中延      0 3      3  1  1       1  1           0    0       8 8 13 
⻄中延      0       0    0         0 1   1 1      3    0        0 3 
荏原      0 1      1   1 1       1  1        1   1    0       1 1 5 
旗の台      0 2  1   1 4  1  1         0    1       1    0       3 3 9 
⼩⼭      0 2      2  2 1 3       3  3           0    0       1 1 9 
⼩⼭台 1     1       0    0         0           0    0        0 1 

⼩計（%） 3 1 0 0 2 6 
(55%) 

27 0 10 0 2 2 41 
(66%) 

0 14 3 17 
(63%) 

0 0 0 1 0 1 10 0 12 
(86%) 

3 0 0 10 5 0 0 1 0 0 19 
(70%) 

6 2 0 8 
(38%) 

0 0 0 0 0 0 36 36 
(92%) 

139 
(69%) 

合計（％）  7 1 0 0 3 
11 

(100%) 29 0 25 1 2 5 
62 

(100%) 0 23 4 
27 

(100%) 0 0 0 1 0 1 12 0 
14 

(100%) 5 0 0 13 7 0 0 2 0 0 
27 

(100%) 19 2 0 
21 

(100%) 0 1 0 0 0 0 38 
39 

(100%) 
201 

(100%) 

［凡例］ □：本文記載事項 

補注；（１）品川区の統計調査より，平成 22 年から平成 30 年の期間において，品川区

臨海部の人口は 18%増加している． / （２）今回抽出した主要事業は臨海部に分布し
ている事業の傾向を捉えるため，計画地が具体的に記述されている事業を対象として
いる． 
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